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市町村合併と住民の 意識変容

群馬県 旧富士 見村 ・ 旧榛名町 の 事例 を通 して

新藤　慶 （新見公立短期大学）

L 問題の所在

　い わゆる 「平成の 大合併」 の 進展 により、1999

年 3 月末か ら 2010年 3 月ま で に、市町村の 数は

3，232 か ら 1，760に まで減る見込 み で ある。市町村

合併は、地域杜会の 存立基盤 で あ る地域性 と共 同

性に 大きな変容をもた らすた め、住民を二 分し、
賛否が 争われ る事例 も多数 生 じた。住民投票 に よ

っ て 、 住民自らが合併問題に対する意見表明を行

うケ
ー

ス もしば しば見られた 。

　こ れ らの 動きを教育の観 点か ら捉える と、市町

村合併は、住民に生活や地域 の あ り方を深く考え

る学習機会を提供した と考えられ る。そ こで 本発

表で は、合併の賛否が争われた 地域を対象として、

合併を通 じた住民の学習の成果を明らか にする。

その 際、住民の 学習過程把握 の 枠組をっ くるため、
地域と教育の 教育社会学的研究で多くの 成果を残

した松原治郎グル
ープの 研究成果を検討す る。そ

こで抽出された枠組に則り、以降の 分析を進め る。

2．松原グル ープに見られる住民の学習過程把握

　の枠組

　 こ こ で は、松原編 （1977，1985）、松原 （1980）、

松原 ・久冨編 （1983）などをもとに して、住民の

学習過程把握の 枠組を抽出した （詳細は、新藤 （印

刷中）を参照）。その 結果をふまえる と、以 下 の 5
点の 分析が必要となる。

　第 1に 、 住民 の 学習過程 の実態で ある 。 この学

習過程の 実態は、（1）自己の 変革 （生活 の 立て 直 し、

意識変革など）と（2）地域社会 の 変革とい う2 つ の

変革へ の結び つ き方 と、（3）行政と対等にわ た りあ

い 、住民参加を実質化する ため の専門知識や技術

の 獲得、とい う3 っ の位相か ら把握され る。

　この学習過程を説明する変数 として、第 2 に、

住民の 生活構造 の 把握が求 め られ る。こ こ か ら、

住民の 学習課題や学習 ニ
ーズ が捉えられる。

　また第3 に、住民運動や活動における役割や参

加度があ る。運動や活動とどの 程度の 関わ りを有

する か に よっ て、学習の あ り方は 異な る と され る。

　さらに こ れ ら住民の レベ ル だけで なく、地域社

会の レ ベ ル で も分析 が 必要となる。 そ こ で求 めら

れ るの が、第 4 に、地域教育の ネ ッ トワ
ーク分析

で あ る 。 既存の 教育機関 ・
活動の 結び つ き と、そ

れらと住民との 関係 をお さえる こ とが重要で ある。

　そ して第 5 に、住民運動
・
活動団体 の 活動実態

で ある。個々 の 事例で展開され て い る運動や活動

自体がどの 程度 の 水準で 活動して い る の か、あ る

い はそ の なかで 学習活動が どの程度実施され て い

るの か が
、 住民の 学習過程に関わ りを持っ

。

　 こ の よ うに、住民の 学習過程を把握するうえで

は、以上 の よ うな 5 っ の 観点か らの 検討 が 必要 と

なるこ とが わかる 。

3．対象地域の概要と市町村合併の展開

3．1，旧富士 見村

　旧富士 見村は旧前橋市に隣接し、北側には赤城

山を擁する。旧村役場か ら前橋駅まで は、バ ス で

約 30分の 距離で ある。明治の 町村制施行 に て誕生

し、「昭和 の 大合併」 は経験 して い ない 。近年はベ

ッ ドタウン 化が進み、人 口 は 16，563 人 （1985年）

から 22．321人 （2005年）へ と増加 して い る。高齢

化率は 18．7％ （2005年） に と どま っ て い る。

　就業者 の約6割が第3次産業 に従事 してい るが、

第 1 次産業にも約 12％ が就 い て お り、ほ うれんそ

う栽培や畜産 な どを手 が けて い る。た だ し、全体

の 6割以上が村外 で就業して お り、村内で の 就業

者 （37．0％ ）よ り、旧前橋市で の 就業者 （43．7％）

の 方が多い （2005年）。

　合併論議は 2002 年 8 月 こ ろから展開され始め、

合併 反 対派 村長 の リコ
ー

ル 成立 （2003年 2 月）、

合併賛成が多数となっ た住民投票 （2003 年 12月）

など合併推進に向けた動きが強か っ たが 、合併反

対派が多数を占め る議会の抵抗で合併協議は破綻

しかけた。しか し、2007年 4 月の 選挙で 合併推進

派 の 村長と、推進派多数 の 村議会がで きたため、

2009年 5月に旧前橋市と合併 した。

3．2．旧榛名町

　旧榛名町は旧高崎市に隣接 し、北側 に榛名山を

擁する。旧町役場か ら高崎駅まで は、バ ス で 約 30

分の 距離で ある。「昭和の 大合併」で 、旧室田町
・

里見村 ・久留馬村を合併 して誕 生 した 。

　人 口 は、21，488 人 （1955年）→ 21，756 人 （2005

年）と、「昭和の 大合併」以来 ほ とん ど変わ っ て い

ない。高齢化率 は 23．8％ と、全国平均をやや上 回

る。

　産業別就業者数をみ る と、第1次産業 が 12．4％ 、

第2次産業が 33．5％、第 3次産業 が 538 ％ である。

東目本
一

の 生産量を誇る梅の 栽培を中心 と した農

業や、製造業 の 存在により、第 1次 ・第 2 次産業
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が や や多くな っ て い る。就業先も 52．7％ は町 内で

あ り、旧高崎市は 24．29eで ある。

　合併が検討され始めたの は、2001年8月で ある。

以後、85票差 で合併反対が多数とな っ た住民投票

（2004 年 7 月）、反対派町長への リコ
ー

ル 運動 と

推進派多数 の 町議会への リコ
ー

ル 運動の リコ
ー

ル

合戦 （2005年 8〜10月）を経て、推進派町長の誕

生 （2005年 12月）に よ り
一

応 の 決着を迎え、2006

年 10月に旧高崎市と合併 した。

3．3．調査の概要

　本調査で 使用するの は、以下の 2 つ の 住民調査

で ある。

　（1）旧富士 見村調査 は、2009年 2〜 3月 に、20歳
以 上の 住民 1，0007 人 を対 象 に行 っ た。有効回 収 は

291 票 （28．9％ ）で ある 。

　（2）旧榛名町調査 は、2009 年 3〜4 月 に、20 歳以

上の 住民 1，006人 を対象に 行 っ た。有効回収は 293

票 （29．1％ ）で ある 。

4．市町村合併を通 じた住民 の意識変容

　それ で は、市町村合併を通 じた住民の 学習成果

をみて い きた い。こ こ で は、データの 都合か ら、5

点の 自己や地域に関する意識変容をみ る。

　まず、（1）「地域政治に対する関心が強まっ た」

は、「そ う思 う」 とする者 が 39．8％ で あっ た （富士

見 54．O％、榛名 26．09e、　 p＜．OD1）。（2） 「住民自らが

『地域をつ くる』とい う意識が強まっ た」は、「そ

う思う」とする者が 25．7％ で あっ た （富士見 318％ 、

榛名 19．7％、pく．Ol）。（3）「年齢 。　’tfilBIJに関係なく、

自分の 意見 をい い やす い 環境に な っ た 」は 、「そ う

思 う」 とす る者が 13．9％ で あ っ た （富士見 15．9％、

榛名 120％、p＝ ．202）。（4）「人や 1青報の 活発な交流

が 見 られる よ うに なっ た」は、「そ う思 う」 とする

者が 19．1％で あっ た （富士 見 18．9％、榛名 19．3％、

Pt．906）。 （5）「住民 の 声が 行政に届きやすくな っ た」

は、「そ う思 う」 とする者が 16，1％ で あっ た （富士

見 22．1％、榛名 10．2％、p＜．001）。い ずれも、程度

の 差はあるが
一

定の 変化が見られた。特 に 、 旧 富

士 見村の 方で、これ らの 成果が 大きく表れてい た．

そ こで、い くつ かの要因 と関連させ て い くこ とで、

これ らの変化がどの ような条件で 生 じて い る の か

をさらに検討 したい。

5．住民の意識変容を規定する要因

5．1．住民の 生活構造 との関係

　まず、住民 の 生活構造 との 関連 をみる。住民の

生活構造は多岐に わた るが 、こ こ で ぽ1甥 l！、年齢、

職業階層、居住歴 を変数として検討を行う。こ れ

らの 変数 と、住 民 の 意識変容をク ロ ス 集計させ て、

有意差が 生 じた もの は以下 の 通 りで あ る。

　↑甥 r！に つ い て は、「住民の 声 が行政に届きやす く

なっ た」 で、「そ う思 う」 は男 ll．1％ 、女 20．2％ で

あ っ た （P＜．01）。

　年齢につ い て は、「年齢 ・性別に関係なく、自分

の 意見をい い やすい環境に なっ た1で 、「そ う思う」

は 20〜30歳代で 73％、40歳代 で 9．2％、50歳代

で 11．4％、ω 歳代で 17．1％、70 歳以 上 で 24，2％ で

あっ た （Pく．Ol）。

　職業階層 ・居住歴 につ い て は、有意差が生 じた

項 目はなかっ た。

5．2．合併関係運動へ の参加度との 関係

　続い て 、合併関係運動へ の 参加度 との 関係をみ

る と、合併推進運動へ の 参加度 との 問には、5 項

目すべ て で有意差が 生 じた。い ずれ も 「メ ン バ ー

と して活動を担 っ た」 「集会に参加 し、チ ラ シ もよ

く読 ん だ 」 とい っ た比較的参加度 の 高 い 方 で 、 意

識変容を肯定す る者が多 くなっ て い た。それに対

し、合併反対運動へ の 参加度との 間 に は、い ずれ

の項目で も有意差は み られなか っ た。

5，3，地域の教育団体 ・活動へ の所属数との関係

　最後に、地域 の 教育団体 ・活動 へ の所属状況 と

の 関係をみる。こ こ で 取 り上げるの は、町内会、

農協、趣味の サ
ークル など、必ず しも教育を看板

に掲げたもの ばか りで はない。た だ し、い ずれ の

団体や活動 に も
一

定の 教育 ・学習の 契機が内包 さ

れて い ると考えられ るの で 、それ らへ の 所属数が

多い ほ ど教育 ・学習契機に恵まれ て い る と捉え ら

れ る。ただ し、結果 は、所属団体数 と意識変容 の

間には有意差は確認 で きなか っ た。

6．まとめ

　以上 の 検討を通 じて、第 1に、市町村合併に伴

い 、一
定の 意識変容が確認された。 また第 2 に、

生活構造 の うち、性別や年齢 との 間 に は関連が見

られ た 。 従来、地域運営へ の 参加機会が 持ちづ ら

か っ た女性 で は、意識変容が起 こ りやす か っ た。

一方、若年者は相変わ らず意見表明が しづ らい と

感 じて い る が、年配者で は若年者に も意見表明の

機会が 「開かれた」と認識する変化も生 じて い た。

こ こ には、生活構造による意識変容 の 受け止め方

の 違い が 見出せ る。

　さらに第 3に、住民運動へ の 参加度と意識変容

の 間に は関連があ り、参加度が高い 方が意識も大

きく変容 して い た。ただ し、この 関係 は 「成功 」

した合併推進運動 に だ けみ られ、「失敗」 した合併

反対運動 に は み られなか っ た。「日富士 見村で の 変

容の 大きさも、推進運 動の 強 さに根拠 づ け られ る

と考え られ る。

　今後 は、これ らの 学習が 進ん だ過程 の 詳細な検

討との 突き合わせ が 課題 とな る。
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